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　〈論　　文〉

フィリピンとベトナムにおける国内再投資力の比較
―経常収支および企業の投入要素を中心に―

ジョン・ランビーノ＊

Ⅰ　イントロダクション

　フィリピンとベトナムは多くの共通点を持っている。両国は東南アジアの国だけに限らず，マク
ロ・レベルで類似しているところも多い。例えば，両国は，国土面責が約 ３0 万平方キロメートル
であり，201７ 年時点には人口が約 1 億人，また，一人当たり GDP が 2,000 ドル台である。それに
もかかわらず，フィリピンとベトナムの経済を比較する研究は数少ない。両国の比較研究はあると
しても，経済が中心となっていないのである。経済関連の比較研究としては，次の先行研究が挙げ
られる。 ①鈴木康二（2016）の，フィリピンとベトナムの自動車産業育成策に注目した研究，②鈴
木岩行（2008）の，人材育成の観点から，在中国日系企業と比べながら，ベトナムとフィリピンの
日系企業を分析した研究，また，③関口（201３）の，アウトソーシング・ビジネスにおけるフィリ
ピンとベトナムの地域優位性を比較した研究が挙げられる。
　英語文献でも，両国の経済を比較する研究は見当たらない。そして，経済関連の比較研究も数少
ないのである。一つは Ravindram（201３）の研究で，南シナ海における領土紛争という背景下で，
各国の中国に対する経済脆弱性を比較したものである。もう一つは Baughn 等（2006）の研究で，
フィリピン，ベトナムと中国における起業家精神を規範的あるいは社会的な要素で比較したもので
ある。また，Harvie・Lee 編著『The Role of SMEs in National Economies in East Asia』（2002）
では，雇用先創出，イノベーション源泉主体，輸出機会創出，成功する大企業の源泉主体という側
面で，フィリピンとベトナムを含めて東アジア諸国の国民経済における SME の役割が分析された
のである。
　フィリピンが 1960 年代以降に，ベトナムが 1980 年代半ば以降に，外部要素重視の開発政策を導
入してきた（次章を参照）。この政策のもとでは，経済成長，生産性，所得や雇用が重視されてい
るのである。これらの指標を向上させるために，両国は，海外直接投資の流入，財・サービス輸出
の拡大と労働力輸出の拡大という外部条件に依存する政策を導入してきた。
　しかし，外部要素重視の開発政策は，内在的に問題を抱えている。Glasmeier（200３）は，この
ような開発政策においては地域間経済的搾取の根源が軽視されていると指摘した。外部要素重視の
経済開発政策においては，資本の地域的集中と外延的膨張ということがあり，地域的不均等発展が
必然的に進行することになる（島 1951）。例えば，海外直接投資を通して生産手段が分散するとし
ても，富と権力は本社機能が立地する地域に集中するのである。言い換えれば，投資は空間的に分
散するとしても，それと同時に主要都市に富・権力の集中が進んでいるのである。さらに，外部要
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素重視の経済開発政策は，国際競争が激化して生産コストの抑制が第一になると，労働環境・自然
環境の質が低下するという「底辺への競争」を導く恐れがある。
　このような外発的な開発に対して，岡田（2005）は地域内再投資力論を考案した。この考案は，
当該地域の人々が経済プロセスの主体で，自らが主体的に地域づくりを行うことを中心にするので
ある。地域内再投資力とは，地域で生み出された資金をその地域内で回すという力を指すのであ
る。地域内再投資力論は，資金と財・サービスの流れを追跡しながら，労働力と生産手段という二
つの投入要素に注目している。地域内における投入要素の調達では，資金の地域循環が行われるた
め，これは地域内再投資力の強化につながるのである。逆に，投入要素の調達は地域外に頼ると，
資金が地域外に出るため，これは地域内再投資力の弱化につながるのである。さらに，岡田

（2005）は，地域内再投資力は十分に根がつかなかったら，有期雇用という不安定な働き方が創出
され，地域の人々が安心して生活できないと指摘した。地域内再投資力論では，地域に階層性があ
ると想定されている。岡田（2005）は，地域経済─一国経済─世界経済という各地域階層は，
特有の運動法則を持っており，動いていると指摘している。
　本論文は，国のレベルでフィリピンとベトナムにおける地域内再投資力を考察して比較する。
　本論文には主に二つの目的がある。一，経常収支を分析することによって，国内外に渡る資金と
財・サービスの流れに注目しながら両国の一国経済を比較すること。二，労働力と生産手段という
二つの生産要素に注目しながら，具体的に言えば雇用形態の安定性，また，物質投入物の調達先を
統計的に分析して，国内経済における両国の企業を比較すること。以上の二点である。

Ⅱ　フィリピンとベトナムにおける経済開放政策

　経済の解放で，フィリピンとベトナムは経済規模を拡大しようとしている。本章では，両国の開
放政策を概括する。

１ 　フィリピン経済の開放政策
　フィリピン経済は，太平洋戦争で破壊されたため，終焉直後にはその再生産が輸入に依存した。
1946 年のフィリピン通商法のもとで比米間の自由貿易が行われて，フィリピンの輸入が拡大し，
同国の貿易赤字が悪化した。フィリピンは当初，戦後補償支出，救助支出や軍関係支出などアメリ
カ政府移転支出からの収入で，貿易赤字を賄えた。しかし，貿易赤字が急速に悪化して，1949 年
に同国は国際収支危機に直面した。対応策としては輸入代替工業化政策が導入されて，1950 年代
後半には「F

フィリピン人第１政策

ilipino First Policy」で経済ナショナリズムが登場した。国家経済会議（National 
Economic Council）の第 202 決議によると，「フィリピン人第 1 政策」は，ナショナリズムと工業
化を融合する経済政策である。アメリカ資本と華僑資本が当時国内経済を支配していたが，この政
策のもとで，フィリピン人資本を優遇しようとした。例えば，外貨配分でフィリピン人を優遇し
た。そして，アメリカ資本と華僑資本の支配下にある部門には，フィリピン人資本が参入できるよ
うに支援した。そして，工業化に向けて，フィリピン人産業資本を優先して，自国通貨高（ペソ
高）と消費財の輸入規制を導入した。フィリピン人産業資本は，ペソ高で輸入資本財が安価で調達
できながら，輸入規制では消費財の輸入から保護されたのである。ところが，地主階級は，ペソ高
が不利であると見ていた。ペソ安であれば，地主階級は農作物の輸出量拡大が伴う収入拡大を期待
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できたからである。このため，政策に対しては，アメリカ資本と華僑資本に加えて，地主階級から
の反発があった。
　外国資本と地主階級は，1961 年大統領選挙でカネと影響力を動員して，味方の立候補者を当選
させた。マカパガル政権は，政府による経済統制を解除し始めた。当政権は，経済統制を緩和し
て，国民経済を市場による調整メカニズムに任すことにした。例えば，1962 年に中央銀行通達第
1３３ 号を通して，外国為替相場の規制が緩和された。そして，1960 年代以降には，貿易の自由化が
進められた。輸入が拡大して，さらに貿易赤字が悪化した。その結果として 1969 年に経済危機を
もたらした。
　規制の再強化が導入されるどころか，19７0 年代から現在に至るまで，経済の開放政策は加速し
た。マルコス政権は，バゴン・リプナン（新社会）のスローガンで経済解放をより一層加速した。
外国投資の流入を目的として，19７0 年に外国企業規制法（Foreign Business Regulation Act）が制
定されて，外国からの投資に対する規制，また，外国への送金に対する規制が緩和された。そし
て，輸出の奨励を目的として，同年には輸出奨励法（Export Incentive Act）が制定されて，商品
輸出に適する税制優遇装置が提供されるようになった。さらに，19７4 年に労働力輸出政策が導入
された。労働力輸出を管理するためには，19７5 年にフィリピン労働法が発布されて，海外雇用開
発委員会（Overseas Employment Development Board）， 国家船員委員会（National Seamen 
Board）と雇用サービス局（Bureau of Employment Services）が設立された。
　1986 年のピープル・パワーでマルコス政権は崩壊したが，198７ 年に第五フィリピン共和国の設
立後，経済の解放化がさらに加速した。198７ 年の総括投資法（Omnibus Investments Code）は，
規制緩和と民間企業による自己制御を実行し，外国企業の投資インセンティブを強化した。そし
て，貿易自由化を進めるために，1991 年に大統領命令 4７0 号を発し，WTO 加盟の約束を満たすた
めに，1996 年の大統領命令 ３1３ 号を実行した。

２ 　ベトナム経済の解放政策
　19７5 年にベトナムの再統合が実現できたが，長期の越米戦争によって当時の経済は破壊された
のである。このため，当時のベトナムは極めて貧しい国であった。再統合の直後に，ベトナム政府
は，計画経済体制を南ベトナムの経済に適用して，北ベトナムと南ベトナムの経済を統合する計画
を導入した。
　当時は，ほとんどの国民が農業関係の仕事で生活を立てており，ベトナムは主に農業の国だっ
た。それにもかかわらず，農業の生産量が国民を養うには不十分だった。原因としては，①農業集
団化に対する南ベトナムの反発，②広範囲の干ばつと洪水，③不十分な化学肥料や化学農薬など農
業投入物が挙げられる。そして，農産物に限らず日用必需品の調達では，ベトナムは輸入に依存
し，貿易赤字が一般的になった。貿易赤字を補うため，ベトナムは外国援助と対外債務に依存する
ことになった。
　これらを背景に，ベトナム政府は，国内経済を，市場重視型，開放型，国際経済統合型にするこ
とを決めた。1986 年にドイモイ（刷新）政策を実行し始めて，冷戦後に加速した。1988 年には，
国会は「外国投資法（Foreign Investment Law）」を制定し，同法は 1992 年，1996 年と 2000 年に
改正された。同法は，障壁の取り除きを目的として，税優遇措置の導入また投資許可手続きの単純
化を通して，外国投資の流入を促進しようとした。そして，WTO 加盟の条件である無差別原則を
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満たすために，2005 年には投資法（Investment Law or Unified Law of Investment）が採択され
て，国内・外国投資に関する法律を統一して合理化した。一方，輸出入税法（Law on Import and 
Export Duties）は 1988 年には実行され，関税を体系化した。さらに，その税率制度は 1991 年に
合理化されて，また，アセアン自由貿易地域（AFTA）の加盟で 1998 年に簡素化された。また，
WTO 加盟の透明性要件を満たすために，2005 年に国会は新たな輸出入税法を制定した。
　社会経済開発戦略の一環として，フィリピンと同じようにベトナムは労働力輸出政策を導入し
た。1980 年代に，ベトナムは，何百万人のベトナム人労働者を社会主義諸国と中近東諸国に送り
出した。当時の労働力輸出は政府主導で，労働・傷病兵・社会省（MOLISA）国際労働協力局

（DILACO）で行われた。当局は，外国政府関係当局と労働協力協約を交渉して，成立後に実行し
た。この制度は冷戦の終焉とともに 1990 年代初期に終わった。冷戦後にベトナム政府は引き続き
労働力輸出政策を続けて，その様式を変えた。1991 年以降の共産党大会は，公開された政策文書
で労働力輸出政策の継続を確認した。1991 年に政府は法令第 ３７0 号を公布して，この法令は民間
海外派遣企業に対する規制を定めた。さらに，2006 年に国会はベトナム人海外契約労働者につい
ての法律（Law on Vietnamese Workers Working Overseas Under Contract，法律第 ７2 ／ 2006）
を定めたが，この法律は海外労働者の権利を保護することを目的とした。

３ 　フィリピン経済とベトナム経済
　表 1 でみられるように，ベトナムとフィリピンはマクロ・レベルな経済指標ではほぼ同じである
ことがわかる。それにもかかわらず，その詳細をみれば，相違点が目につく。
　両国の人口はほぼ同じである。2016 年時点には，フィリピンの人口は 1 億 ３３2 万 222 人で，ベ
トナムの人口は 9,456 万 9,0７2 人である。ところが，ベトナムと比べれば，フィリピンの場合都市
人口が相対的に多く，農村人口が相対的に少ない。フィリピンの都市人口が人口の 44％，農村人
口が人口の 56％を占めている一方，ベトナムの都市人口は人口の ３4％，農村人口は 66％を占めて
いる。フィリピンの都市人口比率が 1990 年にピークの 49％になって，それ以降減少した。一方，
ベトナムの都市人口は冷戦終焉の 1991 年以降に急速に増加し続けて，1991 年の 21％から 2016 年
の ３4％になった。
　両国の生産年齢人口もほぼ同じである。2016 年時点には，フィリピンの生産年齢人口が 6,３45
万 1,0３4 人で，ベトナムのそれが 6,619 万 ７,5３5 人である。ところが，労働人口には，相当の差が
ある。この時点では，フィリピンの労働人口が 4,464 万 ３,618 人で，ベトナムの労働人口が 5,688
万 8,4３1 人である（世界銀行オープンデータ）。　
　両国の失業率もほぼ同じである。2016 年時点には，フィリピン 2.8％であるのに対して，ベトナ
ムは 2.1％である。ところが，失業率の推移（1991 年～ 2016 年）を見れば，フィリピンの失業率
がベトナムのそれを絶えず上回っている。そして，フィリピンの失業率は 2006 年にピークの
4.1％になって，それ以降に減少している。一方，ベトナムは 199７ 年にピークの 2.9％になって，
それ以降に減少している（世界銀行オープンデータ）。
　現行ドルの国内総生産（GDP）については，201７ 年に，フィリピンは ３,1３6 億ドル，ベトナム
は 2,2３9 億ドルである（世界銀行オープンデータ）。1989 年にフィリピンの経済規模はベトナムの
6.8 倍だったが，201７ 年になると 1.4 倍に減った。1989 年から 201７ 年に至るまで，ベトナム経済
の年平均成長率が 1３.6％に達した一方，フィリピン経済の年平均成長率は ７ ％に止まったのであ
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る。ベトナムはドイモイの実行以降に，急速に成長したのである（世界銀行オープンデータ）。一
方，201７ 年の一人当たり GDP については，両国はほぼ同じで，フィリピンは 2,989 ドル，ベトナ
ムは 2,３4３ ドルである（世界銀行オープンデータ）。
　最後に，両国の経済が在外国民からの個人送金に依存していることに触れたい。201７ 年時点に
は，フィリピンは約 ３３0 億ドル，これは GDP の 10.5％に相当し，ベトナムは約 140 億ドル，これ
は GDP の 6.2％に相当する（次章を参照）。フィリピンは世界第 1 位，ベトナムは世界第 9 位で送
金を多く受けているのである（世界銀行オープンデータ）。

Ⅲ　両国の経常収支

　両国の経常収支を見てみよう（図 1 を参照）。フィリピンの経常収支は 19７７ 年～ 201７ 年の累計
が ３05 億ドルの黒字である（国際通貨基金（IMF）統計データベース）。一方、ベトナムの経常収
支は 1996 年～ 201７ 年の累計が ７5 億ドルの黒字である（国際通貨基金（IMF）統計データベー
ス）。
　フィリピンの経常収支を詳しく見ると，三期に区分できる。第一期は 2002 年以前の全般的な経
常収支赤字の期間，第二期は 200３ 年～ 2015 年の継続的な経常収支黒字の期間，そして，第三期は
2016 年～ 201７ 年の経常収支赤字の期間である。第一期の経常収支は 1986 年と 1998 年の黒字を除
くとすべては赤字である。主な原因は戦後以降の慢性的な貿易赤字である。200３ 年に経常収支を
黒字に転向したのは，在外フィリピン人送金が拡大して，これが貿易赤字の拡大を上回ったのであ
る。そして，情報技術 / ビジネス・プロセス・アウトソーシング（IT-BPO）収入の拡大で，2002
年以降にサービス貿易黒字になった（国際通貨基金統計データベース）。つまり，第二期の経常収
支黒字は，個人送金の拡大，また，サービス輸出の拡大によって，維持されたのである。ところ
が，2016 年～ 201７ 年に改めて経常収支赤字に転落した。原因は，輸入拡大による貿易赤字が目覚
ましく悪化したのである。2016 年には，新たな政権が誕生して，外部依存のインフラ開発を実施
し，輸入が急拡大した。

表 1　フィリピンとベトナムのマクロ的な諸統計データ

フィリピン ベトナム

国土面積（201７） 298,1７0㎢ ３10,0７0㎢

人口（2016） 10３,３20,222 94,569,0７2

生産年齢人口（15 ～ 64 歳）（2016） 65,451,0３4 66,19７,5３5

労働力人口（2016） 44,64３,618 56,888,4３1

失業率（2016） 2.80% 2.10%

GDP（米ドル，201７） ３1３,595,000,000 ドル 22３,864,000,000 ドル

一人当たり GDP（201７） 2,989 ドル 2,３4３ ドル

海外からの個人送金（201７） ３2,810,000,000 1３,７81,000,000

対 GDP 個人送金比率（201７） 10.50% 6.20%

出所：世界銀行オープンデータより作成。 
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　一方，ベトナムの経常収支は，二期に区別できる。第一期は WTO 加盟前の 2006 年以前に経常
収支の変動が小さい期間，第二期は WTO 加盟後の 200７ 年以降に経常収支の変動が激しい期間で
ある。第一期は，慢性的な貿易赤字によって，1999 年～ 2001 年を除くと，経常収支赤字の期間で
ある。第二期は，財貿易規模が拡大しながら，サービス貿易赤字また投資収益流出が拡大した期間
である。2008 年までには，輸入の急拡大で経常収支赤字が 128 億ドルまでに悪化したが，その後，
輸出の拡大また在外ベトナム人個人送金の拡大によって，経常収支が改善し，2011 年以降に経常
収支黒字に転向した。
　次は両国の経常収支内訳を見てみよう。
　フィリピンは，19７７ 年以降財貿易収支が継続的に赤字，2002 年以降にサービス貿易収支が継続
的に黒字，2005 年以降第一次所得が継続的に黒字，19７７ 年以降に第二次所得収支が継続的に黒字
となる（国際通貨基金統計データベース）。201７ 年には，経常収支が赤字の 25 億ドル，財貿易収
支が赤字の 412 億ドル，サービス貿易収支が黒字の 95 億ドル，第一次所得収支が黒字の ３1 億ド
ル，第二次所得収支が黒字の 261 億ドルとなる（国際通貨基金の統計データベース）。そして，
19７７ 年～ 201７ 年の合計は，経常収支が黒字の ３05 億ドル，財貿易収支が赤字の ３,85７ 億ドル，
サービス貿易収支が黒字の 94３ 億ドル，第一次所得収支が黒字の 200 億ドル，第二次所得収支が黒
字の ３,019 億ドルである（国際通貨基金の統計データベース）。長い間，経常収支の要素のうち，
財貿易収支が唯一の赤字である。そして，第一次所得収支が一般的に黒字となっているが，これは
雇用者報酬収支の黒字が投資収益収支の赤字を超えているからである。この雇用者報酬は，在外
フィリピン人短期労働者の報酬，および，在フィリピン外国企業・国際機関のフィリピン人労働者
の報酬から構成されているのである。つまり，第一次所得の黒字は，フィリピン人労働力の輸出か
ら出した結果である。同じように，第二次所得収支の黒字は，在外フィリピン人の個人送金から生
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図 1　フィリピンとベトナムの経常収支推移
出所：国際通貨基金（IMF）統計データベースより作成。
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まれたのである。
　2012 年以降は，ベトナムは財貿易収支が黒字，サービス貿易収支が赤字，第一所得収支が赤字，
第二次所得収支が黒字となる（国際通貨基金の統計データベース）。201７ 年には，財貿易収支が黒
字の 115 億ドル，サービス貿易収支が赤字の ３9 億ドル，第一次所得収支が赤字の 99 億ドル，第二
次所得収支が黒字の 84 億ドルである（国際通貨基金の統計データベース）。そして，1996 年～
201７ 年の間の合計を見れば，経常収支が黒字の ７5 億ドル，財貿易収支が黒字の 129 億ドル，サー
ビス貿易収支が赤字の ３７8 億ドル，第一次所得収支が赤字の ７７8 億ドル，第二次所得収支が黒字の
1,102 億ドルである（国際通貨基金の統計データベース）。フィリピンと違って，ベトナムは財貿
易収支が黒字，また，サービス貿易収支と雇用者報酬収支が赤字である。その一方，フィリピンと
同じように，投資収益が赤字，また，労働力の輸出で第二次所得収支が黒字となっているのであ
る。

１ 　フィリピンとベトナムの貿易収支
　両国の貿易規模は年々増加の傾向にあるが，フィリピンよりベトナムの方が急速に増加している

（図 2 を参照）。フィリピンは 19７７ 年の 8７ 億ドルから 201７ 年の 1,99３ 億ドルに増加したが，ベト
ナムの貿易規模は 1996 年の 218 億ドルから 201７ 年の 4,469 億ドルに増加した。このため，1999
年以降にベトナムの貿易依存度はフィリピンのそれを上回り続けているのである。201７ 年には，
フィリピンは ７1％であるのに対して，ベトナムは 200％である。
　両国は輸出拡大政策を導入したが，フィリピンよりベトナムは政策の成果が実現できた。ベトナ
ムは，2012 年に財貿易収支が黒字に転向してそれを維持した。その一方，フィリピンの輸出は相
対的に伸びず，継続的な貿易赤字に直面している。
　ベトナムは WTO 加盟後，財輸入が急速に拡大して，2008 年に貿易赤字は 128 億ドルに膨らん
だ。しかし，その後に財輸出がより速く拡大し，貿易収支が改善して 2012 年に黒字に転向してそ
れを維持した。経常収支の区分期間と同じように，2011 年以前は全般的に財貿易赤字で，2012 年
以降は財貿易黒字となっている。同国の財貿易収支は黒字になったり赤字になったりしながらも，
図 ３ から見られるように，黒字が拡大する傾向にある。ベトナムの経済は，外需に依存していると
言えるのである。
　その一方，フィリピンでは，19７７ 年から 201７ 年に到るまで，財貿易黒字は一回もなかったので
ある（国際通貨基金の統計データベース）。同期間には，財輸出額は ３2 億ドルから 482 億ドルに拡
大したが，財輸入額が ３9 億ドルから 894 億ドルにより速く拡大した。結果としては，財貿易赤字
は 19７７ 年の ７6 億ドル（GDP の約 4 ％）から 201７ 年の 412 億ドル（GDP の約 1３％）にまで拡大
した。財貿易赤字は，収縮したり拡大したりしても，図 4 から見られるように，全体的に拡大する
傾向にあるのである。フィリピンでは，財貿易赤字が慢性的であり，国内の再生産が輸入財に依存
しているのである（次章を参照）。
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図 2　フィリピンとベトナムにおける貿易規模と貿易依存度の推移
出所：  貿易データは国際通貨基金（IMF）統計データベース，貿易依存度は世

界銀行オープンデータより作成。
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２ 　サービス貿易
　次に両国のサービス貿易収支を見てみよう。
　ベトナムは 1996 年から 201７ 年までには，サービスの輸出入は両方とも拡大しており，サービス
輸出の年平均増加率が約 9 ％，サービス輸入のそれが約 10％となっている。サービス輸入額が
サービス輸出額を絶えず上回っており，ベトナムは継続的にサービス貿易赤字を出している。サー
ビス貿易赤字は 1996 年の 6,100 万ドルから 201７ 年の ３9 億ドルに拡大した。そして，図 5 からみ
られるように，ベトナムのサービス貿易赤字は，拡大する傾向にある。
　表 2 は，ベトナムにおける 2015 年のサービス貿易内訳を示したものである。旅行（観光産業）
は約 ７4 億億ドルで，輸出サービス総額の約 65％に及んでいる。一方，海上貨物輸送は 66 億ドル

（輸入サービス総額の約 40％），航空貨物輸送は 8 億ドル（輸入サービス総額の 5 ％），また，貨物
輸送保険は 11 億ドル（輸入サービス総額の ７ ％）に及んでいる。貨物輸送関連サービスの輸入額
は合計で 85 億ドルとなり，サービス輸入総額の 51％を占めている。このように，ベトナムにおけ
る継続的なサービス貿易赤字は，同国の財貿易拡大と密接に関わっているのである。実は 2015 年
には，この貨物輸送関連サービスの輸入額は財貿易黒字を超えている。2005 年～ 2015 年に，財貿
易収支に財貿易関連サービスの赤字を追加すると全般的に赤字となる。つまり，ベトナムは財貿易
で結局資金流出しているのである。
　その一方，フィリピンでは，19７７ 年から 201７ 年までに，サービス輸入額は 9 億ドルから 261 億
ドルに拡大し，この年平均増加率が約 9 ％である。サービス輸出額は ７ 億ドルから ３56 億ドルに拡
大して，年平均増加率の約 10％であり，これはサービス輸入額の平均増加率を上回っている。
フィリピンはベトナムと違って，サービス貿易黒字を一般的に出しており，19７７ 年から 201７ 年ま

図 4　フィリピンの財貿易（輸出額と輸入額の散布図）
出所：国際通貨基金（IMF）統計データベースより作成。
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図 ５　ベトナムのサービス貿易（輸出額と輸入額の散布図）
出所：国際通貨基金（IMF）統計データベースより作成。

0
50

00
10

00
0

15
00

0

サ
ー

ビ
ス

輸
出

額
（

10
0万

ド
ル

）

サービス輸入額（100万ドル）

95％ Confidence Interval
Fitted values Hypothetical balanced trade in services

0 5000 10000 15000 20000

図 ６　フィリピンのサービス貿易（輸出額と輸入額の散布図）
出所：国際通貨基金（IMF）統計データベースより作成。
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表 2　2015 年にベトナムとフィリピンのサービス貿易構造（100 万ドル）

ベトナム フィリピン
輸出 輸入 輸出 輸入

拡大国際収支サービス（EBOPS）の合計 11,250 16,500 ３1,025 2３,822
1 輸送 2,4３0 8,600 1,984 4,３16
　1.1 海上輸送 ７80 ７,2３0 52 20
　1.1.1 旅客 140 650 1 ―
　1.1.2 貨物 640 6,580 51 20
　1.2 航空輸送 1,650 1,３７0 1,922 4,29３
　1.2.1 旅客 1,568 590 1,168 551
　1.2.2 貨物 82 ７80 440 ３,146
　1.2.３ その他 ― ― ３15 596
　1.３ その他輸送 ― ― 10 2
2 旅行 ７,３50 ３,500 5,1３9 11,2７5
　2.1 業務旅行 ― ― 25 182
　2.2 個人旅行 ― ― 5,114 11,092
　2.2.1 健康関連 ― ― 40 54
　2.2.2 教育関連 ― ― 55 12３
　2.2.３ その他 ― ― 5,019 10,916
３ 通信サービス 148 85 ３10 2７0
　３.1 郵便・宅配便サービス 8７ 48 ― ―
　３.2 電気通信サービス 61 ３７ ３10 2７0
4 建設サービス 98 ７50 ７1 60
　4.1 海外建設 ― ― ７1 ―
　4.2 統計作成国における建設 ― ― ― 60
5 保険サービス 55 1,140 84 1,３02
　5.1 生命保険・年金積立サービス ― 45 ― ―
　5.2 貨物輸送保険 ― 1,095 ― ―
　5.4 再保険 ― ― 49 89
6 金融サービス 180 486 144 25３
７ コンピュータ情報サービス 4３0 240 5,1７8 ３99
　７.1 コンピュータ・サービス ３15 209 ― ―
　７.2 情報サービス 115 ３1 4 21
8 特許等使用料 4 580 9 546
9 その他営利業務サービス 406 908 1７,920 4,918

　9.1 仲介貿易・その他貿易関連サービス 55 4３ ― ―

　9.1.1 仲介貿易 55 4３ ― ―
　9.３ その他業務・専門技術サービス ３51 865 1７,8７0 4,892
　9.３.３ 研究開発 ― ― 50 25
　9.３.6 その他業務サービス ３51 865 ― ―
10 文化・興行サービス 8 11 169 126
　10.1 オーディオビジュアル関連サービス ― ― 6３ 50
　10.2 その他文化・奥行サービス ― ― 106 ７6
　10.2.３ その他 ７ ― ― ―
11 他に含まれない公的サービス 142 200 1７ ３5７

出所：国連商品貿易（UN Comtrade）統計データベースより構成。
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でに， 5 回のサービス貿易赤字，また，３6 回のサービス貿易黒字を出していた。そして，図 6 か
ら見れば，サービス貿易黒字は拡大する傾向にあるのである。
　表 2 からわかるように，2015 年にフィリピン人の海外個人旅行は最も大きな輸入額を占めてお
り，111 億ドル（サービス輸入額の 4７％）に及んだ。一方，「コンピュータ情報サービス」は 52 億
ドル（サービス輸出額の 1７％），「その他営利業務サービス」は 1７9 億ドル（サービス輸出額の
58％）に及んだ。つまり，情報技術 / ビジネス・プロセス・アウトソーシング（IT/BPO）はサー
ビス輸出額のほとんどを占めているのである。
　IT/BPO の輸出額は年々増加しており，2004 年の 9 億ドルから 201３ 年の 142 億ドルに拡大し
た。201３ 年には，IT/BPO 輸出額のうち，コンタクトセンター・サービスは 5３％，ソフトウェア
開発は 2３％を占めている（フィリピン中央銀行の統計データベース）。コンタクトセンターの仕事
は企業において顧客へ対応する仕事であり，仕事内容は，注文受付，情報提供，サポート対応など
である。このため，仕事は輸出先の時間帯に働くことが一般的である。このようなサービス輸出の
様式は，矛盾を抱えているのである。主なサービス輸出先は，米国またはヨーロッパである（フィ
リピン中央銀行の統計データベース）。これらの国とフィリピンとの間には ７ 時間～ 12 時間時差が
ある。国際労働機関の調査では，IT/BPO の労働者のうち，4３％は遠い輸出先の時間帯の顧客に実
時間で対応するため，夜間の勤務をしているのである。そして，48％は不眠症にかかっており，
54％は疲労を感じている（フィリピン政府の労働雇用省ホームページおよび Messenger 等 2010）。

３ 　投資収益
　両国の投資収益収支は赤字である。これは，両国が海外直接投資の誘致政策を導入してきたから
である。
　フィリピンとベトナムは，開発政策の一環として，海外直接投資を誘致している。フィリピン
は，バゴン・リプナン実行以降，海外直接投資の純流入は 19７2 年の約 410 万ドルから 201７ 年の
100 億ドルまでに上り（世界銀行オープンデータ），ことに 200３ 年以降，経常収支の改善ととも
に，拡大した。その一方，ベトナムでは，ドイモイ実行以降，海外直接投資の純流入は 198７ 年の
約 1,000 万ドルから 201７ 年の 141 億ドルにまで上り（世界銀行オープンデータ），ことに 200７ 年
の WTO 加盟以降に急速に拡大した。このため，200７ 年以降には，ベトナムの海外直接投資純流
入はフィリピンのそれを上回り続けてきた。そして，201７ 年に海外直接投資ストックは，フィリ
ピンでは ７88 億ドル（GDP の 25％）に上ったが，ベトナムでは 1,295 億ドル（GDP の 58％）にま
で上った（国連貿易開発会議統計データベース）。このように，ベトナムはフィリピンより国内再
生産が海外直接投資に依存していると言えるのである。
　ところが，海外直接投資の流入は海外への利益送金を伴っている。ベトナムは投資収益流出が
1996 年の約 5 億ドル（GDP の約 ３ ％）から 201７ 年の約 106 億ドル（GDP の約 5 ％）に拡大した

（図 ７ を参照）。その一方，フィリピンは投資収益流出が 19７７ 年の約 5 億ドル（GDP の約 2 ％）か
ら 201７ 年の約 ７2 億ドル（GDP の約 2 ％）に上った（図 8 を参照）。ベトナムでは，1996 年～201７
年に FDI 純流入が投資収益流出を毎年上回っているが，フィリピンでは，19７７ 年～ 201７ 年に FDI
純流入が投資収益流出を上回ったのは一回限りである。
　そして，ベトナムとフィリピンの投資収益流出は FDI 純流入と同様に増大している。1996 年か
ら 201７ 年に至るベトナムの投資収益フローと海外直接投資フローの関係を見ると，相関係数の絶
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対値は最大で -0.96 である。フィリピンの場合の 19７７ 年から 201７ 年に至る関係を見ると，相関係
数の絶対値は最大で -0.７6 である。言い換えれば，両国では，海外直接流入が大きければ大きいほ
ど，投資収益流入が大きいことになる。そして，ベトナムへの海外直接投資がフィリピンへのそれ
より大きいため，ベトナムからの投資収益流出は大きいのである。

４ 　労働力輸出政策　
　次に，両国の労働力輸出からの経済効果を見てみよう。

図 ７　ベトナムにおける海外直接投資フローと投資収益フロー
出所：国際通貨基金（IMF）統計データベースより作成。

図 ８　フィリピンにおける海外直接投資フローと投資収益フロー
出所：国際通貨基金（IMF）統計データベースより作成。
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　図 9 と 10 で見られるように，両国は在外国民からの相当な送金を受けていることがわかる。両
国は労働力輸出政策が導入されてから，本国への送金は全般的に拡大している。フィリピンの場
合， 個人送金が 19７７ 年の約 ３ 億ドル（GDP の約 2 %） から 201７ 年の ３28 億ドル（GDP の約
10％）までに年平均増加率約 12％で拡大した。ベトナムの場合も，個人送金が 2000 年の 1３ 億ド
ル（GDP の約 4 ％）から 201７ 年の 1３8 億ドル（GDP の 6 ％）に拡大し，年平均増加率の約 15％
で増加した。この個人送金によって両国の第二次所得は継続的に黒字である。

図 ９　ベトナムにおける個人送金と経常収支の推移
出所：  世界銀行オープンデータと国際通貨基金（IMF）統計データベースより

作成。

図 10　フィリピンにおける個人送金と経常収支の推移
出所：  世界銀行オープンデータと国際通貨基金（IMF）統計データベースより

作成。
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　この相当な個人送金は，両国の経常収支黒字の拡大または経常収支赤字の縮小に大きく貢献して
きたのである。実は，両国への個人送金は一般的に経常収支額を超えているのである。ベトナムは
2000 年～ 201７ 年の全期間に個人送金が経常収支額を，フィリピンは 19７７ 年～ 201７ 年の間に 1986
年を除くと個人送金額が経常収支額を上回っている（図 9 と 10 を参照）。言い換えれば，海外から
の個人送金がないと，結局は経済取引で両国から資金が流出するのである。このように，各国の経
済は海外からの個人送金に大きく依存していると言えるであろう。
　フィリピン政府の在外フィリピン人委員会によると，在外フィリピン人数は 201３ 年には約
1,02３ 万人であり，これは人口の 1 割以上を占めることになる。在外フィリピン人のうち，その
42％がアメリカ大陸に，24％が西アジアに，16％が南・東アジアに， 8 ％がヨーロッパに， 5 % が
オセアニアに， 4 ％が海上労働者， 1 ％がアフリカにいる（表 ３ を参照）。そして，在外フィリピ
ン人のうち，48％が移民者・永住者，41％が有期契約労働者，11％が不法滞在者となる。米国やカ
ナダなどのアメリカ大陸では在外フィリピン人の多くが移民者または永住者である。ドバイやサウ
ジアラビアなど西アジアでは，在外フィリピン人の多くが有期契約労働者である。そして，マレー
シアやシンガポールなどの東・南アジアでは多くの在外フィリピン人は不法滞在者である。そし
て，図 11 からわかるように，19７5 年に労働力輸出政策が採用されてから，海外に送り出したフィ
リピン人労働者が急速に拡大して，19７5 年の約 6 万人から 2016 年の約 211 万人に増加した。表 4
からわかるように，2015 年～ 2016 年に，フィリピン海外雇用庁（POEA）管轄下の送出先は多い
順から，サウジアラビア，アラブ首長国連邦，シンガポール，カタール，香港，クウェート，台

表 3　在外フィリピン人（201３ 年 12 月現在のストック）

総人数 移民者・永住者 有期契約労働者 不法滞在者

総人数 10,2３8,614 4,869,７66 4,20７,018 1,161,8３0

％ 100 48 41 11

アメリカ 4,３1３,4７6 ３,７82,48３ 250,７３３ 280,260

％ 100 88 6 6

西アジア 2,489,4３0 ７,７48 2,３08,08７ 1７３,595

％ 100 ― 9３ ７

東・南アジア 1,668,82７ 288,894 841,228 5３8,７05

％ 100 1７ 50 ３2

ヨーロッパ 866,18７ 421,891 286,３７1 15７,925

％ 100 49 ３３ 18

オセアニア 4７4.492 ３64,552 104,4３0 5,510

％ 100 ７７ 22 1

海上労働者 ３6７,166 ― ３6７,166 ―

％ 100 ― 100 ―

アフリカ 59,0３6 4,198 49,00３ 5,8３5

％ 100 ７ 8３ 10

出所：フィリピン政府の在外フィリピン人委員会（CFO）ホームページより作成。
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湾，オマーン，バーレインと日本となる。つまり，主な送出先は中近東また東アジアであるが，東
アジアより中近東の方が多い。
　　『Review of Vietnamese Migration Abroad』（Ministry of Foreign Affairs of Viet Nam 2012）
によると，在外ベトナム人は約 400 万人で，10３ カ国・地域で生活しているということである。そ
して，そのうち，約 150 万人が米国で，約 ３0 万人がフランスで，約 25 万人がカナダで，約 25 万
人がオーストラリアで，10 万人がラオスで，10 万人がカンボジアで，10 万人がタイで生活してい

図 11　フィリピン海外雇用庁（POEA）管轄下での海外送出しフィリピン人労働者
出所：フィリピン海外雇用庁統計データベースより作成。
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表 4　フィリピン海外雇用庁（POEA）管轄下での海外送出しフィリピン人労働者（2015 年と 2016 年）

国 2015 年 2016 年 計

サウジアラビア 406,089 460,121 866,210

アラブ首長国連邦 22７,0７6 2７6,2７8 50３,３54

シンガポール 141,45３ 1７1,014 ３12,46７

カタール 1３３,169 141,３04 2７4,4７３

香港 85,７04 116,46７ 202,1７1

クウェート 86,019 109,615 195,6３4

台湾 62,598 65,３64 12７,962

オマーン 22,2７4 2７,5７9 49,85３

バーレイン 21,428 21,429 42,85７

日本 14,161 21,３6３ ３5,524

世界 1,844,406 2,112,３３1 ３,956,７３７

出所：フィリピン海外雇用庁統計データベースより作成。
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る。表 5 は 2014 年に在外ベトナム人労働者の国別ストックを表している。労働者の送り先トップ
10 は，多い順から，台湾，韓国，日本，マレーシア，サウジアラビア，ラオス，マカオ，カンボジ
ア，アラブ首長国連邦とキプロスである。フィリピンと同じように送出先は主に中近東と東アジア
であるが，フィリピンと違って中近東より東アジアの方が多い。そして，海外に送り出したベトナ
ム人労働者は 2011 年に初めて 10 万人を超えた（International Organization for Migration 201７）。
海外に送り出したベトナム人労働者は全般的に年々増えており，2012 年の約 8 万人から 2016 年の
約 1３ 万人に増加した（図 12 を参照）。
　在外ベトナム人の送金は，地元経済と不動産市場を後押ししている（World Bank 2016）。例え

表 ５　国別在外ベトナム人労働者（2014 年のストック）

国 総人数

台湾 1３8,926

韓国 54,３92

日本 26,164

マレーシア 20,108

サウジアラビア 16,251

ラオス 15,5３2

マカオ 1３,205

カンボジア 12,３３5

アラブ首長国連邦 9,1３７

キプロス 2,809

出所：International Organization for Migration （201７）より作成。

図 12　送出在外ベトナム人労働者
出所：International Organization for Migration （201７）より作成。
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ば，ホーチミン市へ送金した金額のうち，約 ７0％は生産的な投資に，約 22％は不動産の投資に
回っているのである（World Bank 2016）。

5 　労働力輸出政策に伴う社会コスト・人的苦痛
　前節では，在外フィリピン人また在外ベトナム人はそれぞれの国の再生産を維持していることを
示した。ところが，両国の労働力輸出が伴う社会コストや人的苦痛は測りきれないのである。
　一つの定量分析は，Nguyen（2016）の研究である。この研究は，ベトナムでは親の出稼ぎは残
留児童の健康に悪影響を与え，認知能力のテスト点数を減らすと指摘した。もう一つは，
Smeekens 等 （2012）の研究である。この研究は，フィリピンでは出稼ぎ親の残留青年は，相対的
に身体的な健康状態が悪く，孤独感と情緒的ストレスを経験していると指摘した。
　社会コストや人的苦痛の徹底的な定量分析は困難であるため限られているが，ニュース・リポー
トや定性分析が数多くある。海外出稼ぎ労働者は，出稼ぎ先では外国人として，強い社会的なつな
がりを持っていないため，侵害を受けやすいと考えられる。例えば，イギリスでは，ベトナム人労
働者は奴隷状態で働いている（Gentleman 201７）と新聞記事でリポートされたことがある。その
一方，中近東では，フィリピン人労働者が性的虐待や身体的虐待を被るケースがしばしばリポート
されている（例えば，Rejimon 2016 や Viray 2018）。
　Wang 等（2011）の研究は，ベトナムと台湾における利益志向の労働力輸出産業は，台湾におけ
るベトナム人労働者の債務拘束を度々導いていると指摘した。そして，Bélanger 等（2011）の研
究は，日本における外国人契約労働者の受入制度は，ベトナム人労働者の不法就労と不法滞在を促
していると指摘した。
　その一方，Alcid（200３）は，フィリピンの労働力輸出政策は，送出したフィリピン人労働者が
脱熟練化を経験して，人種差別や差別的な法律に直面し，人権・労働基準権の侵害を被っていると
指摘した。そして，Lindio-McGovern（200３）は，在ローマのフィリピン人家事労働者を事例にし
て，貧困国が富裕国に労働者を送出する際，移民労働者を安価で従順な労働力として形成している
と指摘した。

6 　各国経常収支に関する分析の総括
　フィリピンは，国内の再生産が相当な財輸入，また，投資収益流出を伴う海外直接投資に依存し
ているため，資金が流出している。ベトナムは，国内再生産が投資収益流出を伴う海外直接投資，
また，貨物輸送サービス輸入を伴う貿易拡大に依存しているため，資金を流出している。フィリピ
ンでは IT/BPO サービス輸出，ベトナムでは財貿易輸出のそれぞれが資金の流入を伴っており，
経常収支が全般的に黒字ではあるが，両国は海外からの個人送金がないと，経常収支では資金が純
流出することがわかる。両国は労働力を輸出せずには，国内経済の再生産が維持できないのであ
る。そして，両国の労働力輸出政策は社会コストや人的苦痛を伴っているのである。

Ⅳ　各国企業の投入要素

　本章では，各国企業の投入要素―労働力と生産手段―の統計的な分析を，企業規模別，外資
系・自国所有別，外国・国内市場別という観点で行う。前半は労働者の有期雇用，後半は物質投入
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物の調達先を分析するのである。
　本章では，「2015 年フィリピン企業調査データセット（The Philippines 2015 Enterprise Surveys 
Data Set）」と「2015 年ベトナム企業調査データセット（Vietnam 2015 Enterprise Surveys Data 
Set）」を主に利用する（世界銀行企業サーベイ）。両調査は世界銀行のために行われ，フィリピン
企業調査は 2014 年 11 月～ 2015 年 5 月に，ベトナム企業調査は 2014 年 11 月～ 2016 年 4 月に実施
されたものである。サンプルは層別無作為抽出法のもとで選出され，層には，「企業規模層」，「産
業層」，「地域層」がある。フィリピン企業調査のサンプル数は 1,３３5 社，ベトナム企業調査のサン
プル数は 996 社である。表 6 と ７ は，両国企業調査のサンプル内訳を示している。

表 ６　2015 年フィリピン企業調査のサンプル内訳

地域 企業の
規模

食品
製品 衣服 化学

製品

ゴム・
プラス
チック
製品

金属
製品

電子
製品

その他
製造業 小売業

その他
サービ
ス業

合計

マニラ市

小 4 9 4 6 6 4 5 9 6

12３中 5 ３ 4 2 ３ 5 5 9 8

大 4 2 1 1 0 0 2 6 10

首都圏
（マニラ市

以外）

小 12 15 18 15 15 1３ 25 15 24

421中 1３ 15 26 22 21 14 24 10 15

大 1７ 14 10 24 ７ 12 6 12 ７

メトロ・
セブ

小 10 9 8 8 8 14 6 6 8

202中 1３ 4 8 6 6 6 ７ 1 6

大 1３ 6 10 ３ 5 10 8 5 8

中部ルソン

小 8 10 6 8 16 10 6 12 9

2３9中 8 15 12 10 14 11 ７ 6 6

大 14 ７ 4 ７ 2 10 6 6 9

カラバルソン

小 1３ 11 1７ 8 14 1３ 8 12 11

３50中 9 1３ 19 18 22 18 9 ７ 10

大 14 16 11 21 16 1７ ７ 10 6

合計 15７ 149 158 159 155 15７ 1３1 126 14３ 1３３5

出所：「2015 年フィリピン企業調査データセット」より作成。
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１ 　両国企業の有期雇用労働者比率
　図 1３ は，ベトナムとフィリピンそれぞれの，フルタイム労働者総数に占める有期雇用労働者比
率のヒストグラムを示している。図 1３ で見られるように，在比企業に比べて，在越企業が有期雇
用の従業員をより雇用する傾向が強い（ウェルチの t 検定で確認済み）。平均すれば，ベトナムに
おける回答企業では，フルタイム労働者の 21％が有期雇用労働者である。これに対して，フィリ
ピンにおける回答企業では，フルタイム労働者の 1７％だけが有期雇用労働者である。
　次に，両国における雇用条件を企業の規模別で比較する。データセットにおける定義の通りに，
従業員数 5 ～ 19 人の企業が小企業に，20 ～ 99 人の企業が中企業に，100 人以上の企業が大企業に
分類されている。
　図 14 は，ベトナムでは，大企業と比べて，中小企業が有期雇用の従業員をより雇用する傾向が
強いことを示しているヒストグラムである（ウェルチの t 検定で確認済み）。平均すれば，ベトナ
ム回答大企業では，フルタイム労働者の 15％が有期雇用労働者である。これに対して，ベトナム
回答中小企業では，フルタイム労働者の 2３％が有期雇用労働者である。
　  図 14 で見られるように，ベトナムと対照的に，フィリピンでは，中小企業より大企業が有期
雇用の従業員を雇用する傾向が強いのである（ウェルチの t 検定で確認済み）。フィリピン回答大
企業 ３69 社では，平均してフルタイム労働者の 21％が有期雇用労働者である。これに対して，
フィリピン回答中小企業 921 社では，平均してフルタイム労働者の 16％が有期雇用労働者である。
　次に，両国における雇用条件を企業の所有形態別で比較する。本論文では，外国人や外国企業が

表 ７　2015 年ベトナム企業調査のサンプル内訳

地域 企業の
規模 飲食糾品 衣類 非金属製

鉱山品 金属製品 その他
製造業 小売業 その他

サービス業 合計

紅河デルタ

小 12 12 14 20 2３ 19 22

３02中 1３ 12 16 15 15 10 20

大 1３ 14 1７ 12 ７ ３ 1３

北中部・
中沿岸部

小 1３ 12 ７ 1３ 6 14 22

240中 11 12 16 11 1３ 9 12

大 12 12 15 10 ７ ７ 6

南東部

小 9 14 8 1７ 29 19 24

３0７中 1３ 19 16 10 22 5 21

大 11 19 1７ 12 10 4 8

メコン河
デルタ

小 16 ３ 8 11 ３ 9 ７

14７中 12 12 4 ７ 6 6 6

大 8 8 ３ 5 5 ３ 5

合計 14３ 149 141 14３ 146 108 166 996

出所：「2015 年ベトナム企業調査データセット」より作成。
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図 13　国別のフルタイム労働者総数に占める有期雇用労働者比率
出所：  「2015 年フィリピン企業調査データセット」および「2015 年ベトナム企業調査データセット」より作成。
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出所：  「2015 年フィリピン企業調査データセット」および「2015 年ベトナム企業調査データセット」より作成。
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50％を超えて所有する企業は外資系企業に分類されて，外国人や外国企業が 50％未満を所有する
企業は自国企業に分類されている。
　図 15 で見られるように，ベトナムでは，自国企業より外資系企業が有期雇用の従業員を雇用す
る傾向が強いのである（ウェルチの t 検定で確認済み）。ベトナム回答自国企業 902 社では，平均
してフルタイム労働者の 22％が有期雇用労働者である。これに対して，ベトナム回答外資系企業
6３ 社では，平均してフルタイム労働者の 6 ％が有期雇用労働者である。
　その一方，図 15 で見られるように，フィリピンでは，外資系企業より自国企業が有期雇用の従
業員を雇用する傾向が強いのである（ウェルチの t 検定で確認済み）。フィリピン回答外資系企業
211 社では，平均してフルタイム労働者の 2３％が有期雇用労働者である。これに対して，フィリピ
ン回答自国企業 1,0７2 社では，平均してフルタイム労働者の 16％が有期雇用労働者である。
　次に，各国における雇用条件を企業の市場別で比較する。本論文では，主な商品が外国市場向け
の企業は「輸出市場志向企業」に分類されて，主な商品が国内市場向けの企業は「国内市場向け企
業」に分類されている。
　図 16 を見れば，ベトナムでは，国内市場向け企業より輸出志向企業が有期雇用の従業員を雇用
するように解釈できるが，統計的には有意に違わないのである（ウェルチの t 検定で確認済み）。
その一方，フィリピンでは，国内市場向け企業より輸出志向企業が有期雇用の従業員を雇用する傾
向があるのである（ウェルチの t 検定で確認済み）。フィリピン回答国内市場向け企業 ７60 社では，

図 1５　国別所有形態別のフルタイム労働者総数に占める有期雇用労働者比率
出所：「2015 年フィリピン企業調査データセット」および「2015 年ベトナム企業調査データセット」より作成。
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平均してフルタイム労働者の 1７％が有期雇用労働者である。これに対して，フィリピン回答輸出
志向企業 210 社では，平均してフルタイム労働者の 22％が有期雇用労働者である。
　結果を総括すると，次のようになる。
　全般的にはベトナムよりフィリピンの雇用条件は安定的であると言える。ベトナムでは，大企業
が中小企業より，外資系企業が自国企業より，正規雇用労働者を雇用する傾向が見られる。ベトナ
ム政府には，労働者，特に中小企業と自国企業の労働者が安定的な労働条件で働けるような社会政
策が求められるのであろう。その一方，フィリピンでは，大企業が中小企業より，外資系企業が自
国企業より，輸出志向企業が国内市場向け企業より，有期雇用の従業員を雇用する傾向がある。こ
のため，フィリピン政府には，大企業，外資系企業と輸出志向企業の労働者が安定的な労働条件で
働けるような社会政策の導入が求められているのであろう。

２ 　両国企業の総物質投入量に占める国内物質投入物比率
　図 1７ は，ベトナムとフィリピンのそれぞれの，国内から調達した物質投入物を示すヒストグラ
ムを示している。この図から，在比企業より在越企業の方が高い割合で物質投入物を国内から調達
していることがわかる（ウェルチの t 検定で確認済み）。在比企業が平均して物質投入物の 64％を
国内から調達しているのに対して，在越企業は平均して物質投入物の ７5％を国内から調達してい
る。

図 1６　国別市場別のフルタイム労働者総数に占める有期雇用労働者比率
出所：「2015 年フィリピン企業調査データセット」および「2015 年ベトナム企業調査データセット」より作成。
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　図 18 は，両国における中小企業と大企業のそれぞれの，国内から調達した物質投入物を示すヒ
ストグラムである。このヒストグラムから，ベトナムでは，大企業より中小企業の方が高い割合で
物質投入物を国内から調達している傾向があるとわかる（ウェルチの t 検定で確認済み）。ベトナ
ムでは，大企業が平均して物質投入物の 65％を国内から調達しているのに対して，中小企業は平
均して物質投入物の ７9％を国内から調達している。ベトナムのケースと同じように，フィリピン
でも中小企業は大企業より物質投入物を国内から調達する傾向が強いのである（ウェルチの t 検定
で確認済み）。大企業が平均して物質投入物の 52％を国内から調達しているのに対しては，中小企
業は平均して物質投入物の 69％を国内から調達している。
　また，図 19 で見られるように，ベトナムでは，外資系企業より自国企業の方が物質投入物を国
内から調達する傾向が強い（ウェルチの t 検定で確認済み）。ベトナム回答自国企業 584 社が平均
して物質投入物の ７７％を国内から調達しているのに対して，ベトナム回答外資系企業 6３ 社は平均
して物質投入物の 51％を国内から調達している。ベトナムのケースと同じように，フィリピンで
は，外資系企業より自国企業が物質投入物を国内から調達する傾向が強いのである（ウェルチの t
検定で確認済み）。フィリピン回答自国企業 ７89 社が平均して物質投入物の ７1％を国内から調達し
ているのに対して，フィリピン回答外資系企業 188 社は平均して物質投入物の ３8％を国内から調
達している。
　さらに，図 20 で見られるように，ベトナムでは，輸出志向企業より国内市場向け企業の方が物

図 1７　国別の総物質投入量に占める国内物質投入物比率
出所：「2015 年フィリピン企業調査データセット」および「2015 年ベトナム企業調査データセット」より作成。
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図 1８　国別企業別の総物質投入量に占める国内物質投入物比率
出所：「2015 年フィリピン企業調査データセット」および「2015 年ベトナム企業調査データセット」より作成。

図 1９　国別所有形態別の総物質投入量に占める国内物質投入物比率
出所：「2015 年フィリピン企業調査データセット」および「2015 年ベトナム企業調査データセット」より作成。
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質投入物を国内から調達する傾向が強い（ウェルチの t 検定で確認済み）。ベトナム回答輸出志向
企業 15７ 社が平均して物質投入物の 56％を国内から調達しているのに対して，ベトナム回答国内
市場向け企業 482 社は平均して物質投入物の 81％を国内から調達している。ベトナムのケースと
同じように，フィリピンでも，輸出志向企業より国内市場向け企業の方が物質投入物を国内から調
達する傾向が強いのである（ウェルチの t 検定で確認済み）。フィリピン回答輸出志向企業 211 社
が平均に物質投入物の 41％を国内から調達しているのに対して，フィリピン回答国内市場向け企
業 ７61 社は平均して物質投入物の ７1％を国内から調達している。
　結果を総括すると，次のようになる。
　全般的に言えば，在越企業は在比企業より国内から物質投入物を調達する傾向が見られる。地域
内再投資力の観点からは，フィリピン政府には，企業が国内から物質投入物を調達することを促す
経済政策の導入が求められるであろう。
　そして，フィリピンとベトナム両国では，中小企業が大企業より，自国企業が外資系企業より，
国内市場向け企業が輸出志向企業より，国内から物質投入物を調達する傾向が見られる。両国政府
には，大企業，外資系企業と輸出志向企業が国内調達の物質投入物を増やす経済政策の強化が求め
られるのである。同時に，中小企業，自国企業と国内市場向け企業を支援する経済政策を強化する
ことが有意義だと言えるであろう。

図 20　国別市場別の総物質投入量に占める国内物質投入物比率
出所：「2015 年フィリピン企業調査データセット」および「2015 年ベトナム企業調査データセット」より作成。
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Ⅴ　むすび

　本論文は，次の点を明らかにした。
　一，フィリピンとベトナムの両政府は，ヒト・モノ・カネの経営要素としての移動を促進して，
外部要素重視の開発政策を導入している。フィリピン政府は，「フィリピン人第 1 政策」を 1960 年
代初期に撤廃してから，外部要素重視型開発政策を導入してそれを加速した。一方，ベトナム政府
は，1980 年代半ばにドイモイ政策を実施してから，同様に外部要素重視型開発政策を導入して加
速した。
　二，外部要素重視の開発政策下で，両国においては，商品・労働力の輸出，および，海外直接投
資の流入が急に伸びて，さらに，経常収支の累計が該当期間に黒字となった。ところが，その内容
には両国の間に違いが認められる。ベトナムの海外直接投資ストックがフィリピンのそれより大き
く，ベトナムはフィリピンより国内再生産が海外直接投資に依存していると言える。そして，ベト
ナムはフィリピンより貿易規模が急増加している。このため，フィリピンよりもベトナムの貿易依
存度が高い。財貿易では，フィリピンは継続的な赤字を出しているが，ベトナムは全般的に黒字を
出している。さらに，フィリピンは赤字が拡大する傾向にあるが，ベトナムは黒字が拡大する傾向
にある。サービス貿易では，フィリピンは IT/BPO サービス輸出で全般的に黒字である一方，ベ
トナムは貨物輸送サービス輸入で全般的に赤字である。ベトナムでは、財貿易収支に財貿易関連
サービスの赤字を追加すると全般的に赤字となり，財貿易で結局資金流出していると言える。
　第一次所得収支は，フィリピンでは雇用者報酬のため黒字である一方，ベトナムでは投資収益の
流出のため赤字である。第二次所得収支は，両国とも在外国民労働者による送金のため，黒字であ
る。両国への個人送金は一般的に経常収支額を超えていることがわかる。言い換えれば，海外から
の個人送金がないと，結局は経済取引で資金が流出するのである。このように，各国の経済は海外
からの個人送金に依存していることが言えるであろう。
　フィリピンは，国内の再生産が相当な財輸入，また，投資収益流出を伴う海外直接投資に依存し
ているため，資金が流出している。その一方，ベトナムは，国内再生産が投資収益流出を伴う海外
直接投資，また，貨物輸送サービス輸入を伴う貿易拡大に依存しているため，資金が流出してい
る。フィリピンでは IT/BPO サービス輸出，ベトナムでは財貿易輸出のそれぞれが資金の流入を
伴っているが，両国は海外からの個人送金がないと，経常収支では資金が純流出することがわか
る。両国は労働力を輸出せずには，国内経済の再生産が維持できないのである。ところが，両国の
労働力輸出政策は，測りきれない社会コストや人的苦痛を伴っているのである。
　三，　雇用期間の側面では，在越企業より在比企業の雇用条件は安定的であると言える。ベトナ
ムでは，大企業は中小企業より正規雇用労働者を雇用する傾向が見られる。そして，外資系企業は
自国企業より正規雇用労働者を雇用する傾向が見られる。その一方，フィリピンでは，大企業が中
小企業より，外資系企業が自国企業より，輸出志向企業が国内市場向け企業より，有期雇用の従業
員を雇用する傾向がある。
　そして，在越企業は在比企業に比べ国内から物質投入物を調達する傾向が見られることである。
フィリピンとベトナム両国では，中小企業が大企業より，自国企業が外資系企業より，国内市場向
け企業が輸出志向企業より，国内から物質投入物を調達する傾向が見られる。両国政府には，大企
業，外資系企業と輸出志向企業が国内調達の物質投入物を増やす経済政策の強化が求められるので
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ある。
　四，ベトナム政府には，中小企業と自国企業の労働者が安定的な労働条件で働けるような社会政
策，フィリピン政府には，大企業，外資系企業と輸出志向企業の労働者が安定的な労働条件で働け
るような社会政策の導入が求められるのである。フィリピン政府には，企業が国内から物質投入物
を調達することを促す経済政策の導入が求められ，両国政府には，大企業，外資系企業と輸出志向
企業が国内調達の物質投入物を増やす経済政策の強化が求められるのである。
　本論文は，フィリピンとベトナムの両国がグローバル化から撤退すべきであるとは主張していな
い。しかし，1980 年代以降のグローバル化のもとでは，ヒト・モノ・カネの移動が重視され，多
国籍企業や大手金融企業の利益が拡大されて優先されているのである。その一方，人間福祉と自然
環境を保護・向上するという人間の基本的な権利が軽視されがちである。フィリピンとベトナムは
高い経済成長率を果たしながらも，海外出稼ぎ，地域間格差，大都市における空気・水汚染や固形
廃棄物の問題，地方で多発する洪水など生活環境の悪化は，なかなか改善されない。経済のグロー
バル化が進んでいる現在の世界では，人間福祉と自然環境を保護し向上する必要がある。今後は，
集落からグローバル・レベルに至るまで人間の基本的な権利を重視する重層的な地域を作り出すべ
き時代である。ヒト・モノ・カネの移動は，多国籍企業や大手金融企業が利益を拡大化する手段で
はなく，人間福祉と自然環境を向上しつつ行われる手段になることが求められている。そこで，地
域の人々を経済の主体にする地域内再投資力を強化することが大事であろう。
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